
今年度を振り返って

令和７年度も残りわずかとなりました。

総務省が１月下旬に発表した令和 7 年の消費者物価上昇率は生鮮食品を除いて 3.1%

と、令和 6 年の 2.5%から加速しました。米を中心とする食料品の値上がりが全体を押し

上げており、生鮮を除いた食料品の伸びは 7.0%と全体の伸びの倍以上で、特に大騒動と

なった米類は 67.5%、調理食品のおにぎりが 15.8%、外食のすしも 6.4%とそれぞれ大き

く上がりました。多くの企業が人件費や物流費の上昇を販売価格に転嫁するのが当たり

前になってきていますが、水産業界は価格転嫁できていないのが実状であると考えられ

ます。

漁業環境に目を向けると、さけの記録的な不漁、高水温に起因するかき、ほたて貝の大

量斃死が発生し、海洋環境の変化がもたらす影響に収束が見込めません。さらに、中東

地域の情勢不安に伴う原油価格や石油関連資材の高騰が見込まれるなど、今後も厳しさ

を増すことが見込まれます。

こうした中で、来月には改正された漁業災害補償法が施行されます。この新しい制度

を漁業者の皆様にしっかり届け、不測の事態への備えとして「ぎょさい」と「積立ぷら

す」の浸透・定着を図ることができるよう共済団体を挙げて取り組んで参りますので、

関係各位のご支援・ご協力よろしくお願いいたします。

令和 7 年度の加入実績（2 月末累計） （単位：百万円）

本年度 前年度 前年比 本年度 前年度 前年比

漁 獲 共 済 338,551 328,163 103% 20,514 21,251 97%

養 殖 共 済 217,069 228,498 95% 7,340 9,013 81%

特 定 養 殖 共 済 132,741 120,739 110% 4,597 4,156 111%

漁 業 施 設 共 済 20,712 20,326 102%

地 域 共 済 15,110 12,891 117%

合 計 724,183 710,617 102% 32,450 34,420 94%

区 分
共済金額 漁業者積立額


